別紙２（整理表）（除外用）

規則第４条の５第１項第27号各号の要件に係る適合理由

（法第10条４項該当）

附図番号：　　　　　 
	項　目
	説　明

	【本文】

　計画においてその種類、位置及び規模が定められている施設

（当該農業振興地域の特性に応じた農業の振興を図るために必要なものに限る。）
	

	【イの要件】

　当該計画に係る区域内の土地の農業上の効率的かつ総合的な利用の促進を図る観点から農業委員会の意見を聴いて市町村が定める計画であること。
	①農業委員会意見の聴取方法

②農業委員会意見の要旨

③意見の反映状況及びその理由



	【ロの要件】

　当該計画を定めようとするときにその旨を公告し、当該計画の案をその公告の日から30日間縦覧に供し、当該広告を行った市町村の住民に意見書を提出する機会を付与した上で定めた計画であること。
	①公告日・縦覧日及び縦覧方法

②意見の有無

③意見があった場合の計画への反映状況

	【ハの要件】

　当該計画に従って当該農業振興地域の特性に応じた農業の振興が図られているか否かについて定期的に検証する旨の定めがあること。
（地域農業に直接資することを証明する観点から整理）
	①検証の時期及び期間

　除外の翌年以降５年を経過するまでの間、毎年●月に実施する。

②具体的目標：農業等に対する意識向上

③検証の方法

④客観性の確保

市農業委員会及び農業協同組合に意見照会を行う。

⑤検証結果の公表方法

　検証結果については、市ホームページにて公表する。

⑥検証後講ずる措置

　検証の結果、当該振興計画に定める目標の達成が著しく不十分であると認められる施設がある場合には、当該目標の達成に向けて、事業者との調整を図るなど必要な措置を講ずる。

⑦検証結果の振興計画への反映

　検証結果については、当該振興計画の変更又はその後の振興計画の策定等に際してそれぞれ反映させる。

	【ニの要件】

　農業上の効率的かつ総合的な利用の促進を図る見地からみて、当該計画に従って農用地等以外の用途に供される法第10条第３項各号に掲げる土地が妥当な規模を超えないものであること。
	①規模の妥当性



	【ホの要件】

当該農業振興地域における土地利用の状況からみて、当該計画に従って法第10条第３項各号に掲げる土地を農用地等以外の用途に供することが必要かつ適当であつて、同項各号に掲げる土地以外の土地をもつて代えることが困難であると認められること。
	①当該土地の必要性

　（不要不急の用途に供するものでないか。具体的な転用計画はあるか。）　

　〔参考〕別紙２（除外用）（4）ア　参照

②代替性

　（区域外の土地又は区域外の土地と併用で対応できないか。）　

　〔参考〕別紙２（除外用）（4）ウ　参照

	【ヘの要件】

当該計画に従って法第10条第３項各号に掲げる土地を農用地等以外の用途に供することにより、農用地の集団化、農作業の効率化その他その周辺の土地の農業上の効率的かつ総合的な利用に支障を及ぼすおそれがないと認められること。

	①農用地の集団化への支障

　

②高性能機械による営農や効果的な病害虫駆除等への支障

　

③農業生産基盤整備事業や農地流動化施策への支障

　

	【トの要件】

　当該計画に従って法第10条第３項各号に掲げる土地を農用地等以外の用途に供することにより、効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に支障を及ぼすおそれがないと認められること。
	（別紙参考）

①認定農業者等の安定的な農業経営への支障

②認定農業者等の経営する一団の農用地の集団化への支障

　

	【チの要件】

当該計画に従って法第10条第３項各号に掲げる土地を農用地等以外の用途に供することにより、法第３条第３号の施設の有する機能に支障を及ぼすおそれがないと認められること。
	①農用地区域内の土地の保全上必要な施設への支障（予定）

　

②農用地区域内の土地の利用上必要な施設への支障（予定）

　

※周囲の農地への影響を防ぐための施工を記述してください。

土留めの施工方法、排水の処理

	【リの要件】

当該計画に従って農用地等以外の用途に供される土地が、法第10条第３項第２号に掲げる土地のうち第４条の３第１号ロからニまでのいずれかに該当する事業の施行に係る区域内にある土地を含む場合にあっては、当該事業の工事が完了した年度の翌年度の初日から起算して８年を経過したものであること。
	①面的整備事業の実施状況

	
	

	【ヌ要件】

　当該計画に従って農用地等以外の用途に供される土地が、土地改良法第87条の３第１項の規定により行う土地改良事業の施行に係る区域内にある土地を含む場合にあっては、その土地についての農地中間管理権の存続期間が満了しているものであること。
	①事業の実施状況



	【ル要件】

　当該計画に従って法第10条第３項各号に掲げる土地を農用地等以外の用途に供するための事業が当該計画の策定の日から５年を超えない日までに開始される見込みがあること。
	①施設整備計画（予定）



	【ヲの要件】

　当該計画に従って法第10条第３項各号に掲げる土地を農用地等以外の用途に供するための事業の施行に関して行政庁の免許、許可、認可等の処分を必要とする場合においては、これらの処分がされていること又はこれらの処分がされる見込みがあること。
	①関係法令との調整状況



	【ワの要件】

　当該計画に従って農用地等以外の用途に供される土地が、第４条の３に規定する事業が現に施行されている区域内に存する場合においては、当該土地を当該計画で定められた施設の用に供することにつき、あらかじめ当該事業の施行者の同意が得られていること。
	①事業の実施状況

②同意状況

　


